
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

（22年度）
○面接相談員の拡充（5名増）
○施術点検の強化

○面接相談員の拡充（7名増）
○生保システムにおけるケース記録
　 電子化及び配置台数増による
　 事務の効率化

【経過（～22年度】 【23年度】

227,866事 業 費

消耗品等

事業期間 　H　～　H　　

項目

○面接相談員の拡充（7名増　計20名）
○生活保護システムにおけるケース記録電子化及び配置台数の増による
　業務の効率化とセキュリティの向上

22年度予算

委託料等

平成23年度要求額

399,915249,916

全体事業費

事 業 名 生活保護適正化

主な要求内容 （単位：千円）

人件費

平成22年度予算額

(単位　千円)

60,484 79,862 システム消耗品　9,281

平成21年度決算額

32,795 105,984 システム改修等　71,530 

人材派遣　23,931

システムリース料　25,641

通知郵送料　62,729

内容・積算等

通勤費・出張旅費

138,571

23年度要求額

報酬 95,090 賃金 43,481

その他 10,607 41,594

249,916 399,915

事業の随時見直し・継続実施

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計

①体制整備事業
生活保護面接相談員を雇用し面接相談業務に従事させることで、係長級以上の
職員が査察指導に重点的に携わる体制をつくる。
②収入資産・扶養義務調査等充実事業
専門の調査員を雇用し、被保護者の年金・手当等の受給権の調査や扶養義務者
への援助依頼等に従事させることで生活保護の適正化を図る。
③関係職員研修・啓発事業
経験年数別ケースワーカー研修の実施・派遣研修への参加等を通じて優れた人
材の育成を行う。
④診療報酬明細書等点検充実事業
レセプト点検を専門業者に委託し、点検の強化を図る。また、有資格者を施術
点検員として雇用し、内容点検等に従事させることで医療扶助の適正化を図
る。
⑤介護扶助実施体制整備強化事業
専門の調査員を雇用し、ケアプランチェック等の業務に従事させることで介護
扶助の適正化を図る。

要保護世帯向け不動産担保型生活福祉資金負担金　34,743

使用料等 59 25,700

009

事業内容

関連事業

整理番号 11

生活保護の適正化の推進を図ることにより、適切な運営を確保する。

事業目的

健康福祉局   生活援護管理課局・課名／　　

7,548 8,204

138,423

旅費等


